
給付医療等様式第22号

共

24 年 4 月 1 日 年 月 日

円

円

2 年 4 月 2 日 4 年 3 月 31 日 3 年 7

平均標準報酬日額 月 火 水 木 金 土 日

(「平均標報日額算定シート」から転記)
(Ａ) (B)

円 円 1 2 3 4 5 6 7

15 16 17 18 19 20 21

(B) (D) 22 23 24 25 26 27 28

円 × 日 － 円 29 30 31

＝ 円 日

医 師 証 明 欄
○○○○○○○○○○○○○○○○○○

により就労できない状態

※申告欄（下記事項を確認の上、チェックをしてください。）

3 年 8 月 2 日

3 年 8 月 2 日

所属所

所属所長 職　 名

氏　 名

（注） 1
2

＜添付書類＞

給付医療等様式第22号

共

傷病手当金　・　傷病手当金附加金　請求書（表）

所 属 コ ー ド 組 合 員 番 号

請　 求

期　 間

開　　始　　日 満　　了　　日
所 属 所 名 組 合 員 氏 名

720000
年 7 月 31 日

群馬県立ぐんま高等学校 群馬　太郎
7 月 1 日 令和 3

2123456

令和 月分

組合員資格取得年月日 平成 組合員資格喪失年月日 令和

標準報酬等級 第 21 等級
支給開始月の標準報酬月額 360,000

346,666

令和 3 年

病休・休職等承認期間 令和 ～ 令和

支給開始月前12箇月の平均標準報酬月額

給
付
日
額
計
算

給付日額（円未満四捨五入） 曜
日

曜
日

曜
日

曜
日

8 9 10 11

支給日数 控除額

（C）

曜
日

曜
日

曜
日

15,760 × 2／3 ＝ 10,507

療養のため勤務できないことに関する医師の証明

傷病名 ○○○○○○○○○ 発病年月日
平成○○年○○月○○日
令和

勤務できなくなった日
平成○○年○○月○○日
令和

支給日数
（C）

請求金額 132,669 23

請
求
金
額

※(D) ：年金又は報
酬を調整する者のみ10,507 23 108,992

※該当日に○印を付する。

12 13 14

給付日額

意　　見

住　所 ○○○○○○○○○○○○

　医　師 名　称 ○○○○○○○○

氏　名 ○○○○○○

診断年月日 平成○○年○○月○○日
令和

上記のとおり請求します。

公立学校共済組合群馬支部長　　様

令和 住　 所 前橋市本町○－○○

請　求　者

自宅電話番号　（退職者のみ） 氏　 名 群馬　太郎

所
属
所
受
付
年
月
日

R3.8.3

上記の記載事項は、事実と相違ないものと認めます。

令和

所属所電話番号

０２７－○○○－○○○○

群馬県立ぐんま高等学校
校長
前橋　花子

共
済
組
合
受
付
日

請求期間の末日以降、翌月５日までに提出してください。
支給日数は、週休日を除いた日数です。ただし、病気休暇で給料が半減した場合は、週休日・休日を除い
た日数となります。

・（初回請求時）休職辞令の写又は病気休暇承認通知書の写及び公立学校共済組合給付金に関する委任状

・（休職等期間が変更した場合）休職辞令の写等及び委任状を該当月に添付
・（年金等を受給している場合）年金証書等の写を初回請求時及び年金の変動時に添付
・（報酬が支給されている場合）報酬支給額計算書及び給与・諸手当支給明細書写
　明細書写は初回請求時のみ提出。給料の減額が翌月で調整されている場合は、調整した月の明細書写を次回
請求時に添付する。

傷病手当金と同一傷病による障害共済（厚生）年金の受給権（請求予定）はありません。

傷病手当金と同一傷病による障害共済（厚生）年金の請求中もしくは請求する予定です。また、年金が支払われた場合には傷病手
当金を速やかに返納します。

地方公務員災害補償法の規定による休業補償の受給権（請求予定）はありません。

＜添付書類＞

●休職辞令の写又は病気休暇承認通知書の写

●公立学校共済組合給付金に関する委任状

その他状況によって添付する書類が異なります。請求書表面欄外をご確認くだ

さい。

記入例 月の途中で病休半減となった例

承認されている全期間

平均標準報酬日額算定シートの計算
結果を転記

勤務しなかった期間に報酬の支給又は年
金受給している場合、裏面より控除額を
転記

土曜日、日曜日を除いた日（祝日、

年末年始の休暇日は含みます。）

「傷病手当金支給開始日の属する月以前
の直近の継続した１２月間の各月の標準
報酬月額の合計」÷１２



1

《　勤務しなかった期間の報酬　》　　※　報酬の有無に関わらず、必ず記入してください。

について、

2 年 4 月 2 日 4 年 7 月 31 日

○ 2 年 4 月 2 日 2 年 6 月 30 日 10
○ 2 年 7 月 1 日 2 年 7 月 31 日 5
○ 年 月 日 年 月 日 8
○ 年 月 日 年 月 日 0

※勤務しなかった期間に報酬が支払われていた場合、報酬支給額計算書を作成し、下記に転記してください。

報酬の日額 支給対象日数 報酬控除額
控除Ⅰ

円 × 日 ＝ 円 （ア）
↑計算書②を転記 ↑計算書③を転記 ↑計算書⑤と一致 報酬控除額

控除Ⅱ （ア）＋（ア’）
円 × 日 ＝ 円 （ア’） 円

↑計算書②’を転記 ↑計算書③’を転記 ↑計算書⑤’と一致 →年金を受給していなければ、
請求書(表)の控除額(D)欄へ転記
年金受給がある場合は ３控除額の算定 へ

3 年 8 月 2 日

2

円 年 月

円 年 月 円 ÷

円 年 月

円 年 月

円 年 月 ＝ 円 （円未満切捨て）

円

■報酬なし
支給日数（Ｃ） 年金控除額

円 × 日 ＝ 円 →請求書(表)の控除額(D)欄へ転記

■報酬あり（年金控除額算定後、３ 控除額の算定へ）
給付日額＞年金日額となる日 年金控除額

控除Ⅲ
円 × 日 ＝ 円 （イ）

↑計算書③を転記

控除Ⅳ
円 × 日 ＝ 円 （イ’）

↑計算書③’を転記

円 年 月 日

3

（ア）と（イ）のいずれか高い額 （ア’）と（イ’）のいずれか高い額控除額

円 ＋ 円 ＝ 円 →請求書(表)の控除額(D)欄へ転記

傷病手当金　・　傷病手当金附加金　請求書（裏）
報酬との調整

組合員 群馬　太郎

令和 から 令和 までの勤務しなかった期間に対しての給料支給割合は、次のとおりです。

割支給
令和 から 令和 割支給

平成 から 令和 割支給
令和 から 令和 割支給

《　勤務しなかった期間の報酬との地共法による調整額　》

16,550 0 0

令和 から 令和

8,384 13 108,992 108,992

令和

給与事務担当者 職 ・ 氏名 主任 利根　一郎

障害基礎年金 264

年金等との調整

《　年金等を受給している場合の地共法による調整額計算　》

受給している年金

年金の種類 年　　金　　額 支給開始年月

退職共済年金

老齢厚生年金  年金日額

老齢基礎年金 0

障害共済(厚生)年金 　年金等総額

控除額の算定（報酬と年金を両方受け取っている場合のみ）

0 108,992 108,992

《　障害一時金（手当金）を受給している場合　》

障害一時金(手当金)の額 ※傷病手当金の給付日額の累計が障害一時金（手当金）
の額に達するまでは支給を行いません。令和

支給年月日

 年金日額

0 0

0 0

合　　　　計

 年金日額

0 0

勤務しなかった期間の報酬欄は、
請求期間に報酬が支給されていた、
いないに関わらず、必ず記入して
ください。

障害年金や厚生年金を受給している場合に記入


